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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、１株当たり中間(当期)純損失が計上されており、また、潜在株式がない

ため記載していません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第71期中間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 8,348 8,767 9,128 24,119 26,402 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △416 △474 △400 △285 133 

中間(当期)純損失 (百万円) 270 871 315 156 309 

純資産額 (百万円) 3,943 3,328 3,542 4,113 3,858 

総資産額 (百万円) 18,257 18,378 17,571 19,728 19,316 

１株当たり純資産額 (円) 306.23 258.50 273.46 319.42 299.66 

１株当たり中間(当期) 
純損失 

(円) 20.98 67.71 24.52 12.11 24.00

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.6 18.1 20.0 20.8 20.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △351 △286 737 △138 △450

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △73 △38 △66 △104 261

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 309 △374 △89 489 △871

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,721 3,383 3,603 4,083 3,022

従業員数 (人) 447 458 457 446 460 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、１株当たり中間(当期)純損失が計上されており、また、潜在株式がない

ため記載していません。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 6,764 7,253 7,139 20,463 22,246 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △438 △397 △393 △378 64 

中間(当期)純損失 (百万円) 288 373 294 215 1,107 

資本金 (百万円) 1,817 1,817 1,817 1,817 1,817 

発行済株式総数 (株) 12,877,500 12,877,500 12,877,500 12,877,500 12,877,500 

純資産額 (百万円) 4,990 4,776 3,705 5,095 4,012 

総資産額 (百万円) 17,601 18,039 16,216 19,104 17,413 

１株当たり純資産額 (円) 387.53 370.91 287.79 395.71 311.58 

１株当たり中間(当期) 
純損失 

(円) 22.38 28.99 22.84 16.74 86.03

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2.50 ― 

自己資本比率 (％) 28.4 26.5 22.9 26.7 23.0 

従業員数 (人) 365 362 351 357 359 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員です。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在の従業員数は、351人です。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合との間に、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

建設事業 457 

その他の事業 ― 

合計 457 



第２ 【事業の状況】 

「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善により設備投資が増加するなど、景気が緩やかに拡

大してきましたが、原油価格の高騰や金利上昇などの懸念材料もあり、先行きに不透明感が漂う状況にあります。 

建設業界におきましては、公共事業の削減が続く中、民間設備投資の増加があるとはいえ、受注競争の激しさは

変わらず、厳しい経営環境が続いております。 

当企業集団ではグループ一丸となって受注確保及び原価低減・経費削減に努めました結果、当中間連結会計期間

の受注工事高は13,938百万円（前年同期比6.0％増）となり、完成工事高は9,128百万円（前年同期比4.1％増）とな

りました。 

損益面においては、価格競争は相変わらず続いておりますが、経常損失は400百万円（前年同期は474百万円の損

失）となり、中間純損失につきましても315百万円（前年同期は871百万円の損失）となりました。 

なお、単独業績について、当中間会計期間の受注工事高は11,904百万円（前年同期比6.6％増）、完成工事高は

7,139百万円（前年同期比1.6％減）となり、損益面では経常損失は393百万円（前年同期は397百万円の損失）、中

間純損失は294百万円（前年同期は373百万円の損失）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は3,603百万円となり、前中間連結会計年度末より

219百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 

売上債権の回収に努め737百万円の増加となりました。 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 

主として定期預金の預入による支出のため66百万円の減少となりました。 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 

   長期借入金の返済による支出のため89百万円の減少となりました。 

  

  

    

  

  

    

  



２ 【受注及び売上の状況】 

(1) 受注実績 
  

  

(2) 売上実績 
  

(注) １ 当社グループでは建設事業以外は受注生産を行なっていません。 

２ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していません。 

３ 当中間連結会計期間の主な相手先別の売上実績及び当該売上実績に対する割合は次のとおりであります。 
  

  

なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 
  

  

事業の種類別セグメントの名称 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(百万円) 金額(百万円) 

建設事業 13,148 13,938 

その他の事業 ― ― 

合計 13,148 13,938 

事業の種類別セグメントの名称 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(百万円) 金額(百万円) 

建設事業 8,764 9,124 

その他の事業 3 4 

合計 8,767 9,128 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

古河電気工業㈱ 1,023 11.7 1,916 21.0 

期別 工事別 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注 
工事高 
(百万円) 

計
(百万円) 

期中完成
工事高 
(百万円) 

期末繰越工事高 
期中 
施工高 
(百万円) 手持工事高

(百万円) 

うち
施工高
(％) 

うち施工高 
(百万円) 

前上半期 
(自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日) 

電力関連 
工事 448 1,604 2,053 382 1,671 5.0 84 427

内線関連 
工事 3,626 2,933 6,559 1,621 4,937 15.4 762 2,196

設備関連 
工事 2,548 1,159 3,707 1,751 1,956 29.6 579 2,096

情報通信 
関連工事 3,013 3,240 6,254 1,373 4,880 35.4 1,730 2,661

建築・リ 
ニューア 
ル関連 
工事 

712 1,202 1,914 894 1,019 14.4 146 897

環境シス 
テム関連 
工事 

1,005 1,032 2,037 1,230 807 29.8 240 1,046

計 11,354 11,172 22,526 7,253 15,273 23.2 3,542 9,325



  

(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、期中受注工事高にその増減額を含

みます。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。 

２ 次期繰越工事高の施工高は未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定しています。 

３ 期中施工高は、(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。 

  

② 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の動向を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均しておらず、最近３年間についてみ

ても次のように変動しています。 

  

  

期別 工事別 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注 
工事高 
(百万円) 

計
(百万円) 

期中完成
工事高 
(百万円) 

期末繰越工事高 
期中 
施工高 
(百万円) 手持工事高

(百万円) 

うち
施工高
(％) 

うち施工高 
(百万円) 

当上半期 
(自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日) 

電力関連 
工事 1,488 1,225 2,713 512 2,201 19.9 437 822

内線関連 
工事 3,171 3,094 6,265 1,737 4,528 13.2 598 1,969

設備関連 
工事 1,613 2,118 3,732 1,021 2,711 12.5 339 1,283

情報通信 
関連工事 3,011 3,099 6,110 2,197 3,913 21.9 858 2,655

建築・リ 
ニューア 
ル関連 
工事 

1,398 1,449 2,848 956 1,891 19.8 374 1,176

環境シス 
テム関連 
工事 

719 916 1,636 713 922 31.9 294 923

計 11,402 11,904 23,307 7,139 16,167 18.0 2,902 8,831

前期 
(自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日) 

電力関連 
工事 448 2,382 2,830 1,342 1,488 8.6 128 1,431

内線関連 
工事 3,626 5,507 9,133 5,962 3,171 11.6 366 6,140

設備関連 
工事 2,548 2,491 5,039 3,425 1,613 4.8 77 3,269

情報通信 
関連工事 3,013 6,339 9,353 6,342 3,011 13.3 400 6,300

建築・リ 
ニューア 
ル関連 
工事 

712 3,192 3,904 2,506 1,398 11.0 154 2,516

環境シス 
テム関連 
工事 

1,005 2,381 3,387 2,667 719 11.7 84 2,327

計 11,354 22,294 33,649 22,246 11,402 10.6 1,210 21,986

期別 
受注工事高 完成工事高 

１年通期 
(百万円)(Ａ) 

上半期 
(百万円)(Ｂ) 

(Ｂ)／(Ａ)
(％) 

１年通期
(百万円)(Ｃ)

上半期 
(百万円)(Ｄ) 

(Ｄ)／(Ｃ)
(％) 

第68期 20,546 10,267 50.0 20,092 5,582 27.8 

第69期 21,506 9,561 44.5 20,463 6,764 33.1 

第70期 22,294 11,172 50.1 22,246 7,253 32.6 

第71期 ― 11,904 ― ― 7,139 ― 



③ 完成工事高 

  

(注) 前上半期の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なもの 

 当上半期の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なもの 

  

期別 区分 
官公庁
(百万円) 

一般民間
(百万円) 

計 
(百万円) 

前上半期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

電力関連工事 ― 382 382 

内線関連工事 412 1,208 1,621 

設備関連工事 0 1,751 1,751 

情報通信関連工事 0 1,372 1,373 

建築・リニューア
ル関連工事 

0 893 894 

環境システム関連
工事 

7 1,223 1,230 

計 422 6,831 7,253 

当上半期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

電力関連工事 ― 512 512 

内線関連工事 70 1,667 1,737 

設備関連工事 ― 1,021 1,021 

情報通信関連工事 0 2,197 2,197 

建築・リニューア
ル関連工事 

― 956 956 

環境システム関連
工事 

1 712 713 

計 72 7,067 7,139 

古河電気工業㈱ 北陸電力㈱能越幹線新設工事（第２工区） 

ブロードワイヤレス㈱ アナログ周波数変更受信対策工事（栃木） 

㈱ゼファー （仮称）西五反田１丁目再開発ビル計画 

㈱メディアッティ・コミュニケーションズ 江戸川ケーブルテレビ殿向けアップグレード工事 

古河電気工業㈱ 平塚事業所巻線工場改修工事（建築） 

㈱関電工 東電ＦＴＴＨ引込宅内工事（Ｈ18年度上期） 

古河電気工業㈱ 光８次生産設備撤去工事 

古河電気工業㈱ ボーダフォン中国Ｂ３Ｐ無線設備工事（その１） 



④ 手持工事高(平成18年９月30日現在) 

  

(注) 手持工事のうち請負金額１億円以上の主なもの 

  

区分 
官公庁 
(百万円) 

一般民間
(百万円) 

計 
(百万円) 

電力関連工事 94 2,106 2,201 

内線関連工事 675 3,852 4,528 

設備関連工事 1 2,710 2,711 

情報通信関連工事 34 3,878 3,913 

建築・リニューアル関連工事 ― 1,891 1,891 

環境システム関連工事 11 910 922 

計 817 15,350 16,167 

古河電気工業㈱ 東北電力㈱北上幹線新設工事（第４工区） 平成22年３月竣工予定 

古河電気工業㈱ 三重事業所産業機材ＡＴ第二工場改修工事（設備工事） 平成19年１月竣工予定 

㈱ジュピターテレコム ㈱小田急情報サービス世田谷区、狛江市リビルド工事 平成18年12月竣工予定 

防衛施設庁 三沢米軍（16）管理棟（502）新設（運営保守）電気工事 平成19年１月竣工予定 

古河電気工業㈱ 旧鍛造工場建屋改修工事 平成19年３月竣工予定 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特に記載すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 35,000,000 

計 35,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 12,877,500 12,877,500
東京証券取引所
市場第二部 

― 

計 12,877,500 12,877,500 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 12,877 ― 1,817 ― 1,391

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目2-3 7,378 57.29 

古河総合設備従業員持株会 東京都大田区羽田4丁目3-1 477 3.71 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1-5 320 2.48 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海1丁目8-11 200 1.55 

橋本 憲佳 高知県高知市 162 1.26 

株式会社東日本銀行 東京都中央区日本橋3丁目11-2 100 0.78 

株式会社カワサキ電通 東京都杉並区下高井戸2丁目26-2 80 0.62 

星山 卓三 大阪府豊中市 70 0.54 

稲田 安弘 大阪府富田林市 63 0.49 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲1丁目2-1 50 0.39 

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町2丁目6-1 50 0.39 

松井証券株式会社（業務口） 東京都千代田区麹町1丁目4 50 0.39 

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上山田中4丁目1-1 50 0.39 

計 ― 9,050 70.28 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3千株(議決権3個)含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,876,000 12,876 ― 

単元未満株式 普通株式 1,500 ― ― 

発行済株式総数 12,877,500 ― ― 

総株主の議決権 ― 12,876 ― 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

該当事項はありません。 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 252 226 204 202 198 190 

最低(円) 222 201 176 157 170 173 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載しています。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しています。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

（3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更しました。なお、比

較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について

は、中央青山監査法人より中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、み

すず監査法人及び清新監査法人により中間監査を受けています。 

なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間 中央青山監査法人 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間 みすず監査法人 

                    清新監査法人 

また、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監査

法人となりました。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金預金   3,918   4,116   3,499   

２ 受取手形・完成工事未収入金 ＊１ 5,448   5,595   9,512   

３ 未成工事支出金   3,629   2,816   1,329   

４ その他   827   701   628   

５ 貸倒引当金   △21   △23   △34   

流動資産合計   13,802 75.1 13,205 75.2 14,935 77.3 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ＊２, 
＊４   

(1) 建物・構築物   1,082   1,041   1,062   

(2) 土地   1,514   1,514   1,514   

(3) その他   180   177   170   

有形固定資産合計   2,778 15.1 2,733 15.5 2,747 14.2 

２ 無形固定資産               

(1) 連結調整勘定   22   ―   19   

(2) のれん   ―   17   ―   

(3) その他   74   103   88   

無形固定資産合計   96 0.5 120 0.7 108 0.6 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ＊３, 
＊４ 936 745 769 

(2) その他   938   840   899   

(3) 貸倒引当金   △174   △74   △142   

投資その他の資産合計   1,700 9.3 1,511 8.6 1,526 7.9 

固定資産合計   4,575 24.9 4,365 24.8 4,381 22.7 

資産合計   18,378 100.0 17,571 100.0 19,316 100.0 

    



  

  

  前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形・工事未払金   4,372   4,723   5,917   

２ 短期借入金 ＊４ 5,899   5,859   5,845   

３ 未成工事受入金   1,840   782   645   

４ 完成工事補償引当金   4   2   4   

５ その他   485   611   949   

流動負債合計   12,604 68.6 11,978 68.2 13,362 69.2 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債   ―   72   80   

２ 長期借入金 ＊４ 1,350   731   826   

３ 退職給付引当金   1,033   1,210   1,117   

４ 役員退職慰労引当金   44   36   52   

固定負債合計   2,428 13.2 2,050 11.6 2,076 10.7 

負債合計   15,032 81.8 14,029 79.8 15,438 79.9 

(少数株主持分)               

少数株主持分   16 0.1 ― ― 19 0.1 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金   1,817 9.9 ― ― 1,817 9.4 

Ⅱ 資本剰余金   1,391 7.5 ― ― 1,391 7.2 

Ⅲ 利益剰余金   △114 △0.6 ― ― 448 2.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   234 1.3 ― ― 201 1.1 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0 ― ― △0 △0.0 

資本合計   3,328 18.1 ― ― 3,858 20.0 

負債、少数株主持分及び資本合計   18,378 100.0 ― ― 19,316 100.0 

    



  

  

  前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   ―   1,817   ―   

２ 資本剰余金   ―   1,391   ―   

３ 利益剰余金   ―   133   ―   

４ 自己株式   ―   △0   ―   

株主資本合計   ― ― 3,341 19.0 ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差額金   ―   182   ―   

２ 繰延ヘッジ損益   ―   △2   ―   

評価・換算差額等合計   ― ― 179 1.1 ― ― 

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 21 0.1 ― ― 

純資産合計   ― ― 3,542 20.2 ― ― 

負債純資産合計   ― ― 17,571 100.0 ― ― 

         



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 完成工事高     8,767 100.0  9,128 100.0   26,402 100.0

Ⅱ 完成工事原価     8,219 93.7  8,417 92.2   24,215 91.7

完成工事総利益     548 6.3  710 7.8   2,186 8.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費                

１ 役員報酬   67    71   131    

２ 従業員給料手当   433    465   855    

３ 退職給付費用   51    57   109    

４ 役員退職慰労 
  引当金繰入額   8   6 16   

５ 法定福利費   80    88   163    

６ その他   373 1,013 11.6 403 1,092 12.0 748 2,023 7.7

営業利益又は 
営業損失（△） 

    △465 △5.3  △381 △4.2   162 0.6

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   0    1   1    

２ 受取配当金   7    7   9    

３ 不動産賃貸収入   3    3   6    

４ 貸倒引当金戻入益   16    11   5    

５ 生命保険解約返戻金   ―    4   ―    

６ その他   17 45 0.5 7 36 0.4 49 73 0.3

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   49    47   94    

２ その他   4 54 0.6 8 55 0.6 6 101 0.4

経常利益又は 
経常損失（△） 

    △474 △5.4  △400 △4.4   133 0.5



  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅵ 特別利益                

１ 投資有価証券売却益   ―    ―   160    

２ ゴルフ会員権売却益   ― ―  20 20 0.2 27 188 0.7

Ⅶ 特別損失                

１ ゴルフ会員権等 
  評価損   0   0 4   

２ 貸倒引当金繰入額   4    ―   4    

３ 減損損失 ＊２ 417    ―   417    

４ 投資有価証券売却損   ―    ―   0    

５ 貸倒損失   ―    ―   2    

６ 特別退職金   13    ―   13    

７ 退職給付会計基準変
更時差異等一時償却   3 439 5.0 ― 0 0.0 3 446 1.7

税金等調整前中間 
 (当期) 純損失    913 △10.4 380 △4.2   124 △0.5

法人税、住民税 
及び事業税   19   22 55   

法人税等調整額   △63 △43 △0.5 △90 △67 △0.7 124 180 0.7

少数株主利益     1 0.0  2 0.0   4 0.0

Ⅷ 中間(当期)純損失     871 △9.9  315 △3.5   309 △1.2

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,391   1,391 

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

1,391 1,391

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     790   790 

Ⅱ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   32   32,192   

２ 中間(当期)純損失   871 904 309,061 341 

Ⅲ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

△114 448

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,817 1,391 448 △0 3,657 

中間連結会計期間中の変動額           

 中間純損失 ― ― △315 ― △315 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― △315 ― △315 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,817 1,391 133 △0 3,341 

  
評価・換算差額等 

少数株主
持分 純資産合計 

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 201 ― 201 19 3,877 

中間連結会計期間中の変動額           

 中間純損失 ― ― ― ― △315 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △18 △2 △21 1 △19 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △18 △2 △21 1 △335 

平成18年９月30日残高(百万円) 182 △2 179 21 3,542 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前中間(当期)純損失   △913 △380 △124

減価償却費   55 51 112 

減損損失   417 ― 417 

連結調整勘定償却額   2 ― 4 

のれん償却額   ― 2 ― 

退職給付引当金の増加額   91 93 175

役員退職慰労引当金の増加額 
(△は減少額)   3 △16 11

受取利息及び受取配当金   △28 △9 △11 

投資有価証券売却益   △0 ― △160 

投資有価証券売却損   0 ― 0 

ゴルフ会員権評価損   0 0 4 

ゴルフ会員権売却益   ― △20 △27 

支払利息   50 47 94 

売上債権の減少額（△は増加額）   2,685 3,916 △1,378 

未成工事支出金の減少額 
(△は増加額)   △2,220 △1,487 80

仕入債務の増加額（△は減少額）   △1,434 △1,195 111 

未成工事受入金の増加額   1,388 137 192 

未払消費税等の増加額 
(△は減少額)   44 △135 △155

その他   △364 △155 327 

 小計   △220 847 △324 

利息及び配当金の受取額   28 9 11 

利息の支払額   △49 △49 △99 

法人税等の支払額   △44 △69 △38 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △286 737 △450

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入による支出   △29 △34 △32

定期預金の払戻による収入   ― ― 60

長期貸付金の回収による収入   0 1 0

有形固定資産の取得による支出   △7 △27 △23

ゴルフ会員権の売却による収入   ― 26 18

ゴルフ会員権の取得による支出   ― △4 ―

無形固定資産の取得による支出   △2 △26 △25

投資有価証券の取得による支出   △0 △0 △43

投資有価証券の売却による収入   0 ― 306

投資活動によるキャッシュ・フロー   △38 △66 261



  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純増加額 
（△は純減少額）  △281 14 △336

長期借入金の返済による支出   △58 △95 △582 

社債発行による収入   ― ― 80 

社債の償還による支出   ― △8 ― 

配当金の支払額   △32 ― △32 

少数株主への配当金の支払額   △1 △0 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △374 △89 △871

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
  （△は減少額）  △699 581 △1,061

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  4,083 3,022 4,083

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高  3,383 3,603 3,022

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

子会社は全て連結されてお

り、当該子会社は㈱三興

社、北辰電設㈱、㈱エフ・

コムテックと創和工業㈱で

す。 

 同左  同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

関連会社ＦＥ・エンジニア

リング・コンサルタンシー

ＳＤＮ．ＢＨＤは連結純損

益及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり重

要性がないため、持分法の

適用から除外しています。 

同左 同左 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間期の末日

は、中間連結決算日と一致

しています。 

同左 連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致していま

す。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  ①有価証券 

 子会社及び関連会社株式 

  ・持分法非適用の関連

会社株式 

   移動平均法による原

価法 

 その他有価証券 

  ・時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

①有価証券 

 子会社及び関連会社株式 

  ・持分法非適用の関連

会社株式 

    同左 

  

 その他有価証券 

  ・時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

①有価証券 

 子会社及び関連会社株式 

  ・持分法非適用の関連

会社株式 

    同左 

  

 その他有価証券 

  ・時価のあるもの 

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    ・時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

  ・時価のないもの 

    同左 

  ・時価のないもの 

    同左 

  ② デリバティブ 

   時価法 

② デリバティブ 

   同左 

② デリバティブ 

   同左 

  ③ 未成工事支出金 

   個別法による原価法 

③ 未成工事支出金 

   同左 

③ 未成工事支出金 

   同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

  ① 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)に

ついては定額法。 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、主

として法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっています。 

① 有形固定資産 

   同左 

① 有形固定資産 

   同左 

  ② 無形固定資産 

  定額法 

  自社利用のソフトウェ

アについては、社内に

おける利用可能期間(５

年)に基づく定額法。 

② 無形固定資産 

   同左 

② 無形固定資産 

   同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

  ① 貸倒引当金 

  金銭債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収の可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ています。 

① 貸倒引当金 

   同左 

① 貸倒引当金 

   同左 

  ② 完成工事補償引当金 

  完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

当中間連結会計期間末に

至る１年間の完成工事高

に、実績による補償費の

発生割合を乗じて計上し

ています。 

② 完成工事補償引当金 

   同左 

  

② 完成工事補償引当金 

  完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

当連結会計年度末に至る

１年間の完成工事高に実

績による補償費の発生割

合を乗じて計上していま

す。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上していま

す。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しています。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（17年）による定額法によ

り費用処理しています。 

 数理計算上の差異は、発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(17年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしていま

す。 

 なお、上記会計基準変更

時差異等のうち、転進支援

制度に基づく早期退職者に

見合う部分について一時償

却を実施しています。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上していま

す。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しています。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（17年）による定額法によ

り費用処理しています。 

 数理計算上の差異は、発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(17年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしていま

す。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しています。 

会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しています。 

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(17年)による定額法により

費用処理しています。 

数理計算上の差異は、発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(17年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしていま

す。 

なお、上記会計基準変更

時差異等のうち、転進支援

制度に基づく早期退職者に

見合う部分について一時償

却を実施しています。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に充てるため、内規に基づ

く中間連結会計期間末要支

給額を計上しています。 

④ 役員退職慰労引当金 

   同左 

  

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

います。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しています。また、為

替予約が付されている

外貨建借入金について

は振当処理を行ってい

ます。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  （ヘッジ手段）為替予

約・金利スワップ 

  （ヘッジ対象）借入金 

 ③ヘッジ方針 

  借入債務に対し、金利

変動及び為替変動のリ

スクを回避することを

目的としてヘッジを行

なっています。 

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ対象の相場変動

またはキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッ

ジ手段の相場変動また

はキャッシュ・フロー

変動の累計と比較し、

その変動額の比率によ

って有効性を評価して

います。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

  

  

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

  

   

 ③ヘッジ方針 

  同左 

  

  

  

  

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

  

  

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

  

  

 ③ヘッジ方針 

  同左 

  

  

  

  

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

  同左 

  (6) 完成工事高の計上基準 

  原則として工事完成基

準によっていますが、

一部の長期大型工事

（工期が１年以上かつ

請負金額が１億円以

上）については、工事

進行基準を採用してい

ます。 

  なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は 

  1,319百万円です。 

(6) 完成工事高の計上基準 

  原則として工事完成基

準によっていますが、

一部の長期大型工事

（工期が１年以上かつ

請負金額が１億円以

上）については、工事

進行基準を採用してい

ます。 

  なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は 

  1,250百万円です。 

(6) 完成工事高の計上基準 

  原則として工事完成基

準によっていますが、

一部の長期大型工事

（工期が１年以上かつ

請負金額が１億円以

上）については、工事

進行基準を採用してい

ます。 

  なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は 

  2,715百万円です。 

  (7) 消費税等の会計処理方

法 

  税抜方式によっていま

す。 

(7) 消費税等の会計処理方

法 

  同左 

(7) 消費税等の会計処理方

法 

  同左 



  

  
  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 中間連結キャシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっていま

す。 

 同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価格の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっています。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しています。 

これにより税金等調整前中間純損失

が417百万円増加しています。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しています。 

   ――――――――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しています。 

これにより税金等調整前当期純損失

が417百万円増加しています。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき

当該各資産の金額から直接控除して

います。 

――――――――――― 

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号 平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号 平成17年12月9日）を適

用しています。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は3,524百万円です。 

――――――――――― 

  



表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

――――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれ

ん」と表示しています。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」と表示しています。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

＊１ 受取手形割引高 

345百万円 

   受取手形裏書譲渡高 

           64百万円 

＊１ 受取手形割引高 

258百万円 

＊１ 受取手形割引高 

294百万千円 

＊２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,931百万円 

＊２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,016百万円 

＊２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,977百万円 

＊３ このうち関連会社に対する金

額は、次のとおりです。 

＊３ このうち関連会社に対する金

額は、次のとおりです。 

＊３ このうち関連会社に対する金

額は、次のとおりです。 

投資有価証券 
(株式) 

9百万円
投資有価証券
(株式) 

9百万円
投資有価証券 
(株式) 

9百万円

＊４ 下記の資産は、長期借入金

731百万円及び短期借入金

（長期借入金からの振替分）

133百万円及び短期借入金350

百万円の担保に供していま

す。 

＊４  下記の資産は、長期借入

金       598百万円及び短期

借入金（長期借入金からの振

替分）       133百万円及び

短期借入金    300百万円の

担保に供しています。 

＊４  下記の資産は、長期借入

金       665百万円及び短期

借入金（長期借入金からの振

替分）       133百万円及び

短期借入金       300百万円

の担保に供しています。 

土地 735百万円

建物 616百万円

投資有価証券 29百万円

計 1,381百万円

土地 735百万円

建物 595百万円

投資有価証券 37百万円

計 1,369百万円

土地 735百万円

建物 605百万円

投資有価証券 39百万円

計 1,380百万円

 ５ 下記の会社の金融機関等から

の借入れに対し、債務保証を

行っています。 

F.E Engineering & 

Consultancy Pvt.Ltd.， 

37百万円 

(14百万インドルピー) 

 ５ 下記の会社の金融機関等から

の借入れに対し、債務保証を

行っています。 

F.E Engineering & 

Consultancy Pvt.Ltd.， 

37百万円 

(14百万インドルピー) 

 ５ 下記の会社の金融機関等から

の借入れに対し、債務保証を

行っています。 

F.E Engineering & 

Consultancy Pvt.Ltd.， 

38百万千円 

(14百万インドルピー) 

  ―――――――――――― 

  

 ６ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日が金融機

関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ています。当中間連結会計期間

末日満期手形の金額は、次のと

おりです。 

  受取手形  83百万円 

  支払手形 508百万円 

  ―――――――――――― 

  



 (中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 １ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半期

に比べ下半期に完成する工事の

割合が大きいため、連結会計年

度の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

 １ 同左 １    ――――― 

＊２ 減損損失 

  当中間連結会計期間において、

当社グループは、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上

しました。 

  当社グループは、管理会計上の

単位を資産グループの基礎と

し、独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位でグルー

ピングを行っています。なお、

賃貸物件及び遊休資産について

は、それぞれの個別物件ごとに

グルーピングを行っています。 

  上記資産グループについては、

近年の継続的な地価の下落によ

り、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上してい

ます。 

  なお、回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、その

評価額は不動産鑑定評価額に基

づいた時価等により算定してい

ます。 

場所 用途 種類 減損損失
(百万円)

大阪府 
泉佐野市 遊休資産 土地 406

新潟県 
南魚沼郡 遊休資産 土地 11

合計 417

＊２ ――――――――――― 

  

＊２ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社

グループは、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

  当社グループは、管理会計上の

単位を資産グループの基礎とし、独

立したキャッシュ・フローを生み出

す最小単位でグルーピングを行って

います。なお、賃貸物件及び遊休資

産については、それぞれの個別物件

ごとにグルーピングを行っていま

す。 

  上記資産グループについては、

近年の継続的な地価の下落により、

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しています。 

  なお、回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、その評価

額は不動産鑑定評価額に基づいた時

価等により算定しています。 

場所 用途 種類 減損損失 
(百万円) 

大阪府
泉佐野市 遊休資産 土地 406 

新潟県
南魚沼郡 遊休資産 土地 11 

合計 417 



  
 (中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 
    該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 12,877,500 ― ― 12,877,500

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 531 ― ― 531



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

  

現金預金勘定 3,918百万円

預入期間が 
３ヵ月を超える 
定期預金 

△535百万円

現金及び 
現金同等物 

3,383百万円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日) 

  

現金預金勘定 4,116百万円

預入期間が 
３ヵ月を超える 
定期預金 

△512百万円

現金及び 
現金同等物 

3,603百万円

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成18年３月31日) 

現金預金勘定 3,499百万円

預入期間が
３ヵ月を超える 
定期預金 

△477百万円

現金及び
現金同等物 

3,022百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
有形固定 
資産 

80 53 27

合計 80 53 27

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
有形固定 
資産 

37 13 23

合計 37 13 23

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

その他
有形固定 
資産 

80 62 18 

合計 80 62 18 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 14百万円

１年超 13百万円

合計 27百万円

１年内 7百万円

１年超 15百万円

合計 23百万円

１年内 8百万円

１年超 10百万円

合計 19百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 8百万円

支払利息相当額 0百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払利息相当額 0百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっていま

す。 

５ 利息相当額の算定方法 

  同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 315 650 335 

その他 20 22 1 

計 335 673 337 

区分 

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

子会社及び関連会社株式 9 

その他有価証券 
 非上場株式 

254

区分 
当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 210 461 250 

計 210 461 250 

区分 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

子会社及び関連会社株式 9 

その他有価証券 
 非上場株式 
 債券 

254
20 



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

     該当事項はありません。 

     なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っていますが、いずれもヘッジ会計を適用していますので注記の対象から

除いています。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

     該当事項はありません。 

     なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っていますが、いずれもヘッジ会計を適用していますので注記の対象から

除いています。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

     該当事項はありません。 

     なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っていますが、いずれもヘッジ会計を適用していますので注記の対象から

除いています。 

  

区分 
前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 210 485 275 

計 210 485 275 

区分 

前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

子会社及び関連会社株式 9 

その他有価証券 
 非上場株式 
 債券 

254
20 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日至平成17年９月30日) 

建設事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30日) 

建設事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

建設事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び資産の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、在外連結子会社がありませんので記載

していません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日至平成17年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 258.50円 １株当たり純資産額 273.46円 １株当たり純資産額 299.66円

１株当たり中間純損失 67.71円 １株当たり中間純損失 24.52円 １株当たり当期純損失 24.00円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

いません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

いません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

いません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純損失(百万円) 871 315 309 

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純損失(百万円) 

871 315 309

普通株式の期中平均 
株式数(千株) 

12,877 12,876 12,876



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金預金   3,083   3,344   2,614   

２ 受取手形 ＊３ 1,622   1,026   1,231   

３ 完成工事未収入金   3,058   3,650   7,045   

４ 未成工事支出金   3,311   2,670   1,109   

５ 材料貯蔵品   109   82   86   

６ 前払費用   11   9   10   

７ 繰延税金資産   445   366   279   

８ その他流動資産   283   240   220   

９ 貸倒引当金   △14   △14   △25   

 流動資産合計   11,911 66.0 11,377 70.2 12,572 72.2 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産 ＊１, 
＊２   

１ 建物   1,019   964   986   

２ 土地   1,421   1,421   1,421   

３ その他   167   182   170   

有形固定資産合計   2,609 14.5 2,568 15.8 2,578 14.8 

(2) 無形固定資産   71 0.4 100 0.6 85 0.5 

(3) 投資その他の資産               

１ 関係会社株式   2,177   1,051   1,051   

２ その他   1,383   1,163   1,238   

３ 貸倒引当金   △112   △46   △113   

投資その他の資産合計   3,447 19.1 2,169 13.4 2,177 12.5 

 固定資産合計   6,128 34.0 4,838 29.8 4,840 27.8 

 資産合計   18,039 100.0 16,216 100.0 17,413 100.0 

    



  

  

  前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形   1,559   1,037   1,590   

２ 工事未払金   2,070   2,997   3,280   

３ 短期借入金 ＊２ 5,158   5,231   5,228   

４ 未払法人税等   18   21   35   

５ 未成工事受入金   1,711   781   518   

６ 完成工事補償引当金   4   2   4   

７ その他流動負債   405   509   802   

 流動負債合計   10,927 60.6 10,581 65.2 11,460 65.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ＊２ 1,262   688   775   

２ 退職給付引当金   1,029   1,203   1,112   

３ 役員退職慰労引当金   44   36   52   

 固定負債合計   2,336 12.9 1,928 11.9 1,940 11.2 

 負債合計   13,263 73.5 12,510 77.1 13,401 77.0 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金   1,817 10.1 ― ― 1,817 10.4 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   1,391   ―   1,391   

  資本剰余金合計   1,391 7.7 ― ― 1,391 8.0 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   130   ―   130   

２ 任意積立金   1,655   ―   1,655   

３ 中間(当期)未処理損失   370   ―   1,105   

  利益剰余金合計   1,414 7.8 ― ― 680 3.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   152 0.9 ― ― 123 0.7 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0 ― ― △0 △0.0 

 資本合計   4,776 26.5 ― ― 4,012 23.0 

 負債資本合計   18,039 100.0 ― ― 17,413 100.0 

    



  

  

  前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   ― ― 1,817 11.2 ― ― 

２ 資本剰余金               

 (1) 資本準備金   ―   1,391   ―   

  資本剰余金合計   ― ― 1,391 8.6 ― ― 

３ 利益剰余金               

 (1) 利益準備金   ―   130   ―   

 (2) その他利益剰余金               

   任意積立金   ―   545   ―   

   繰越利益剰余金   ―   △289   ―   

  利益剰余金合計   ― ― 386 2.4 ― ― 

４ 自己株式   ― ― △0 △0.0 ― ― 

 株主資本合計   ― ― 3,594 22.2 ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差額金   ―   113   ―   

２ 繰延ヘッジ損益   ―   △2   ―   

 評価・換算差額等合計   ― ― 111 0.7 ― ― 

 純資産合計   ― ― 3,705 22.9 ― ― 

 負債純資産合計   ― ― 16,216 100.0 ― ― 

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

百分比
(％) 金額(百万円)

百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 完成工事高   7,253 100.0 7,139 100.0 22,246 100.0 

Ⅱ 完成工事原価   6,885 94.9 6,670 93.4 20,618 92.7 

完成工事総利益   368 5.1 468 6.6 1,627 7.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   773 10.7 851 11.9 1,548 6.9 

営業利益又は営業損失(△)   △405 △5.6 △383 △5.3 79 0.4 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   0   0   1   

その他   51   37   67   

営業外収益合計   52 0.7 37 0.5 68 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   42   41   82   

その他   1   6   0   

営業外費用合計   44 0.6 48 0.7 82 0.4 

経常利益又は損失(△)   △397 △5.5 △393 △5.5 64 0.3 

Ⅵ 特別利益   ― ― 20 0.3 129 0.6 

Ⅶ 特別損失 ＊１, 
＊４ 28 0.4 0 0.0 1,154 5.2

税引前中間(当期)純損失   425 △5.9 372 △5.2 960 △4.3 

法人税、住民税及び事業税   11 0.1 11 0.2 22 0.1 

法人税等調整額   △63 △0.9 △90 △1.3 124 0.6 

中間(当期)純損失   373 △5.1 294 △4.1 1,107 △5.0 

前期繰越利益   2   ―   2   

中間(当期)未処理損失   370   ―   1,105   

    



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,817 1,391 1,391 

中間会計期間中の変動額       

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,817 1,391 1,391 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

任意積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 130 1,655 △1,105 680 △0 3,888 

中間会計期間中の変動額             

 任意積立金の取崩 ― △1,110 1,110 ― ― ― 

 中間純損失 ― ― △294 △294 ― △294 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― △1,110 815 △294 ― △294 

平成18年９月30日残高(百万円) 130 545 △289 386 △0 3,594 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 123 ― 123 4,012 

中間会計期間中の変動額         

 中間純損失 ― ― ― △294 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △9 △2 △12 △12 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △9 △2 △12 △306 

平成18年９月30日残高(百万円) 113 △2 111 3,705 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

 ① 子会社及び関連会社

株式 

   移動平均法による原

価法 

有価証券 

 ① 子会社及び関連会社

株式 

   同左 

有価証券 

 ① 子会社及び関連会社

株式 

   同左 

   ② その他有価証券 

  ・時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 ② その他有価証券 

  ・時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

 ② その他有価証券 

  ・時価のあるもの 

   期末決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    ・時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

  ・時価のないもの 

   同左 

  ・時価のないもの 

   同左 

  デリバティブ 

   時価法 

デリバティブ 

   同左 

デリバティブ 

   同左 

  たな卸資産 

 ① 未成工事支出金 

   個別法に基づく原価

法 

たな卸資産 

 ① 未成工事支出金 

   同左 

たな卸資産 

 ① 未成工事支出金 

   同左 

   ② 材料貯蔵品 

   先入先出法に基づく

原価法 

 ② 材料貯蔵品 

   同左 

 ② 材料貯蔵品 

   同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては定額法 

 なお、耐用年数および残

存価額については、主と

して法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ています。 

有形固定資産 

 同左 

有形固定資産 

 同左 

  無形固定資産 

 定額法 

 自社利用のソフトウェア

については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に

基づく定額法。 

無形固定資産 

 同左 

無形固定資産 

 同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒損失に備

えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上して

います。 

貸倒引当金 

 同左 

貸倒引当金 

 同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、当

中間会計期間末に至る１

年間の完成工事高に、実

績による補償費の発生割

合を乗じて計上していま

す。 

完成工事補償引当金 

 同左 

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、当

期末に至る１年間の完成

工事高に実績による補償

費の発生割合を乗じて計

上しています。 

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してい

ます。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分

額を費用処理していま

す。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(17年)による定額法に

より費用処理していま

す。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理する

こととしています。 

 なお、上記会計基準変更

時差異等のうち、転進支

援制度に基づく早期退職

者に見合う部分について

一時償却を実施していま

す。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してい

ます。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分

額を費用処理していま

す。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(17年)による定額法に

より費用処理していま

す。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理する

こととしています。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上

しています。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分

額を費用処理していま

す。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(17年)による定額法に

より費用処理していま

す。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(17年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてい

ます。 

 なお、上記会計基準変更

時差異等のうち、転進支

援制度に基づく早期退職

者に見合う部分について

一時償却を実施していま

す。 

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金の支

出に充てるため、内規に

基づく中間会計期間末要

支給額を計上していま

す。 

役員退職慰労引当金 

 同左 

役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に

充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ています。 

４ 完成工事高の計上

基準 

完成工事高の計上基準は、

原則として工事完成基準に

よっていますが、一部の長

期大型工事(工期が１年以

上かつ請負金額が１億円以

上)については、工事進行

基準を採用しています。 

なお、工事進行基準による

完成工事高は1,319百万円

です。 

完成工事高の計上基準は、

原則として工事完成基準に

よっていますが、一部の長

期大型工事(工期が１年以

上かつ請負金額が１億円以

上)については、工事進行

基準を採用しています。 

なお、工事進行基準による

完成工事高は1,250百万円

です。 

完成工事高の計上基準は、

原則として工事完成基準に

よっていますが、一部の長

期大型工事(工期が１年以

上かつ請負金額１億円以

上)については、工事進行

基準を採用しています。 

なお、工事進行基準による

完成工事高は2,715百万円

です。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

ます。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

います。また、為替予約が

付されている外貨建借入金

については振当処理を行っ

ています。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）金利スワッ

プ・為替予約 

（ヘッジ対象）借入金 

③ヘッジ方針 

借入債務に対し、金利変動

及び為替変動のリスクを回

避することを目的としてヘ

ッジを行なっています。 

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動また

はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場

変動またはキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、

その変動額の比率によって

有効性を評価しています。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 



  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ 消費税等の会計処

理 

税抜方式を採用していま

す。 

なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のうえ、

その他流動資産に含めて表

示しています。 

同左 税抜方式を採用していま

す。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しています。 

これにより税引前中間純損失が11百

万円増加しています。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ています。 

   ――――――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しています。 

これにより税引前当期純損失が11百

万円増加しています。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき当

該各資産の金額から直接控除してい

ます。 

――――――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月9日）を適用

しています。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の資本の部に相当する金

額は3,708百万円です。 

――――――――――― 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,785百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,864百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,826百万円 

＊２ 下記の資産は、長期借入金

731百万円及び短期借入金（長

期借入金からの振替分） 133百

万円の担保に供している。 

＊２  下記の資産は、長期借入

金       598百万円及び短期借

入金（長期借入金からの振替

分）133百万円の担保に供して

いる。 

＊２  下記の資産は、長期借入

金       665百万円及び短期借

入金（長期借入金からの振替

分）133百万円の担保に供して

いる。 

土地 582百万円

建物 601百万円

計 1,184百万円

土地 582百万円

建物 581百万円

計 1,164百万円

土地 582百万円

建物 590百万円

計 1,173百万円

＊３ 受取手形裏書譲渡高 
64,000千円 

＊３ ――――――――――――
  

＊３ ―――――――――――― 
  

 ４ 下記の会社の金融機関等から

の借入れに対し、債務保証を行

っています。 

F.E. Engineering & 

Consultancy Pvt.Ltd.， 

37百万円 

(14百万インドルピー) 

㈱エフ・コムテック 

136百万円 

創和工業㈱ 

100百万円 

 ４ 下記の会社の金融機関等から

の借入れに対し、債務保証を行

っています。 

F.E. Engineering & 

Consultancy Pvt.Ltd.， 

37百万円 

(14百万インドルピー) 

㈱エフ・コムテック 

129百万円 

創和工業㈱ 

100百万円 

 ４ 下記の会社の金融機関等から

の借入れに対し、債務保証を行

っています。 

F.E. Engineering & 

Consultancy Pvt.Ltd.， 

38百万円 

(14百万インドルピー) 

㈱エフ・コムテック 

132百万円 

創和工業㈱ 

100百万円 

  ―――――――――――― 

  

 ５ 中間期末日満期手形の会計処

理については、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しています。当中

間期末日満期手形の金額は次の

とおりです。 

  受取手形  83百万円 

  支払手形 508百万円 

  ―――――――――――― 

  



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

＊１ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。 

＊１ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。 

＊１ 特別損失のうち主要なものは次

のとおりであります。 

減損損失 11百万円

特別退職金 13百万円

退職給付会計基準変
更時差異等一時償却 

3百万円

ゴルフ会員権評価損 0百万円 減損損失 11百万円

特別退職金 13百万円

退職給付会計基準変
更時差異等一時償却 

3百万円

関係会社株式評価損 1,125百万円

 ２ 当社の完成工事高は、通常の

営業の形態として、上半期に比

べ下半期に完成する工事の割合

が大きいため、事業年度の上半

期の完成工事高と下半期の完成

工事高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

   当中間期末に至る１年間の完

成工事高は次のとおりです。 

 ２ 当社の完成工事高は、通常の

営業の形態として、上半期に比

べ下半期に完成する工事の割合

が大きいため、事業年度の上半

期の完成工事高と下半期の完成

工事高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

   当中間期末に至る１年間の完

成工事高は次のとおりです。 

 ２    ――――― 

前事業年度 
下半期 

13,698百万円

当中間期 7,253百万円

合計 20,952百万円

前事業年度 
下半期 

14,992百万円

当中間期 7,139百万円

合計 22,132百万円

  

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 40百万円

無形固定資産 9百万円

有形固定資産 37百万円

無形固定資産 10百万円

有形固定資産 82百万円

無形固定資産 20百万円

＊４ 減損損失 

  当中間会計期間において、当

社は、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

  当社は、管理会計上の単位を

資産グループの基礎とし、独立

したキャッシュ・フローを生み

出す最小単位でグルーピングを

行っています。なお、賃貸物件

及び遊休資産については、それ

ぞれの個別物件ごとにグルーピ

ングを行っています。 

  上記資産グループについて

は、近年の継続的な地価の下落

により、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上し

ています。 

  なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、そ

の評価額は不動産鑑定評価額に

基づいた時価等により算定して

います。 

場所 用途 種類 減損損失
(百万円)

新潟県 
南魚沼郡 遊休資産 土地 11

＊４   ――――― ＊４ 減損損失 

  当事業年度において、当社は、

以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

  当社は、管理会計上の単位を資

産グループの基礎とし、独立した

キャッシュ・フローを生み出す最

小単位でグルーピングを行ってい

ます。なお、賃貸物件及び遊休資

産については、それぞれの個別物

件ごとにグルーピングを行ってい

ます。 

  上記資産グループについては、

近年の継続的な地価の下落によ

り、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しています。 

  なお、回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、その評

価額は不動産鑑定評価額に基づい

た時価等により算定しています。 

場所 用途 種類 減損損失
(百万円)

新潟県
南魚沼郡 遊休資産 土地 11 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  

(リース取引関係) 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 531 ― ― 531

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具 
備品 55 42 13

合計 55 42 13

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具 
備品 19 5 13

合計 19 5 13

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具
備品 55 49 6 

合計 55 49 6 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9百万円

１年超 3百万円

合計 13百万円

１年内 4百万円

１年超 9百万円

合計 13百万円

１年内 4百万円

１年超 2百万円

合計 7百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 6百万円

支払利息相当額 0百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払利息相当額 0百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 13百万円

支払利息相当額 0百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっていま

す。 

５ 利息相当額の算定方法 

  同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  
(注) １株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 370.91円 １株当たり純資産額 287.79円 １株当たり純資産額 311.58円

１株当たり中間純損失 28.99円 １株当たり中間純損失 22.84円 １株当たり当期純損失 86.03円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

いません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

いません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

いません。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純損失(百万円) 373 294 1,107 

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純損失(百万円) 

373 294 1,107

普通株式の期中平均 
株式数(千株) 

12,877 12,876 12,876



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第70期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

古 河 総 合 設 備 株 式 会 社 

代表取締役社長 清 水   亮 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古河総合設備株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、古河総合設備株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 雅 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

古河総合設備株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古河総合設備株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、古

河総合設備株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  井 上 雅 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  郷右近 隆 也 

      

清 新 監 査 法 人 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士  山 上 大 介 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士  高 砂 晋 平 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

古河総合設備株式会社 

代表取締役社長 清 水   亮 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古河総合設備株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、古河総

合設備株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 雅 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

古河総合設備株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古河総合設備株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、古河総合設

備株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  井 上 雅 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  郷右近 隆 也 

      

清 新 監 査 法 人 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士  山 上 大 介 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士  高 砂 晋 平 
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